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Ⅳ．その他

１．周辺技術動向、パテントマップ、技術マップ
（１）周辺技術動向
　本プログラムは、奈良の伝統的植物の価値・機能を先端の科学技術により明らかにし、それを生かした商品
開発を行い、県内一次産業から三次産業の活性化を目的としたものである。即ち、伝統的植物素材として「吉
野クズ」「大和マナ」「大和トウキ」「大和シャクヤク」「大和茶」を選択し、先端的科学技術としてメタボリッ
クプロファイリング技術及び遺伝子解析技術等を活用して高品質大和茶の製造法の確立、大和生薬の品種・品
質鑑定技術を基にした大和生薬優位性の立証・ブランド化、さらには食品素材の機能性研究により、吉野クズ
骨粗鬆症予防機能食品及び大和マナ機能食品等の機能性食品の開発を目指したものである。
　近年、日本において高齢化社会が急速に進み、老人の慢性病、また多くの生活習慣病の増加や医療費高騰な
どが社会問題となってきている。このため、国民の健康志向が年々高まってきており、規則正しい生活やスポー
ツなどによる健康増進とともに、健康食品への関心が高まっている。一方では、薬物療法とともに代替医療の
台頭が目覚しく、機能性食品や漢方薬が注目を集めてきている。
　機能性食品については、1991 年に特定保健用食品制度が発足し、2001 年には栄養機能食品も含めた保健機
能食品制度がスタートしたことにより機能性食品を取り巻く制度環境が整備され、食品メーカーを始めとする
機能性食品の研究開発は急激な活況を見せており、機能性食品の市場規模は増加の一途をたどっている（経済
産業省の試算では健康食品全体の市場規模は 2010 年に 3.2 兆円に達すると予想されている）。また、機能性食
品の研究開発の活発化にともない、日本における機能性食品関連特許出願件数も増加の一途をたどっている。
　一方、漢方薬については、高齢化に伴う慢性疾患や生活習慣病に対する疾患の治療や予防に対する漢方薬の
重要性が再認識され、医学部を持つ全国の大学・医科大学の殆どの大学が漢方外来を開設し、漢方が必修化さ
れている大学も増加している。それに伴い、漢方医学の分野においても、EMB（Evidence-Based Medicine；
根拠に基づいた医療）が求められてきており、漢方医学において重視される「証」の診断を、ゲノミクスやプ
ロテオミクス技術で支援するシステムが検討され、特許出願もなされている。他方では、漢方薬の原料となる
生薬の品質の規格化等が検討課題となってきている。

（２）先行特許情報（先行技術調査）
　上記のごとく、本プログラムの各テーマについては、素材が伝統的植物であること、機能性食品を目指して
いること、さらに事業開始当時は、一部を除いて商品化対象物が必ずしも具体的に決定されていない状態であっ
たため、関連する可能性のある他者特許情報は、非常に膨大なものとなることが予想された。そのため、調査
対象を各植物素材の想定される事業化（商品化）の実施化に関連する他者特許出願の有無とその関連特許情報
に絞り調査を実施した。即ち、本プログラム開始時に知的財産戦略として作成した本プログラムの「技術体系
と創出が想定される特許出願」（図 1）に沿って、特許情報収集を行った。各テーマについて、各植物素材及
びその主要成分等のキーワードと国際特許分類を掛け合わせた調査をし、ヒットした案件をチェックし、必要
な特許情報をピックアップした。例えば、クズ及び大和マナ（アブラナ科植物）については、機能性および加
工品（加工法）を中心に、緑茶については、機能性、品質評価法および製造法、並びにトウキ・シャクヤクに
ついては栽培法、評価法及び含有製品等について重点的に調査した。次いで、各テーマ（素材）につき、問題
となる可能性のある特許（出願）の権利存続状況または審査状況の監視、並びに各テーマにつき、上記のよう
な調査を、定期的に継続調査して、3ヶ月毎に研究者に報告するとともに特許情報データベースを作成した。
一方、特許出願の際には、発明技術に関して内外特許調査および一般文献調査を実施した。
　さらに、上記特許情報データベースを各目的別に再編集し、パテントマップを作成した。そのような例として、
クズの各部位別機能性及び加工品に関する日本特許出願（特許期限 20 年を考慮して出願日 1986 年以降）を纏
めたものを表１に示す。
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（３）他者特許出願状況（日本特許）
（３－１）サブテーマ１－１「吉野クズ」
　表 1から明らかなように、クズの部位別では、葉及び茎に関する出願が少なく、クズ茎については、機能性（抗
骨粗鬆症）に係わる先行技術は、本プログラム参画機関の近畿大学出願 1件のみである。クズ根に関しては、従
来の生薬としての利用、イソフラボンに基づく各種機能性、及びクズデンプンの利用に関するものが多い。一方、
クズ花の種々の機能性及びその利用については、東洋新薬及び太田胃酸から、多くの特許出願がなされているが、
本プログラムにおいて、クズ花の利用計画は、現時点ではない。なお、本プログラムの実施に関連する可能性が
あるものとして、審査状況を監視してきた特開 2003-95971（葛根の骨粗鬆症予防）及び特開 2005-143367（葛葉
の茶）は、それぞれ見なし取下げ及び拒絶査定となり、実施への影響は無くなっている。
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（３－２）サブテーマ１－２「大和マナ」
　大和マナの上位概念のアブラナ科植物の機能性およびその加工品の製造法、並びにその主要機能性成分である
グルコシノレートおよびイソチオシアネートの機能性関連と特許出願を中心に纏めたものを表 2に示す。表 2に
示すごとく、種々の機能性に関する特許出願がなされており、権利化され特許存続中のものもある。しかし、権
利化された特許は、いずれも特定のアブラナ科植物、イソチオアシアネート、グルコシノレート類に限定されて
おり、現時点では、本プログラムの実施に支障のある他者権利は見当たっていない。アブラナ科植物の機能性関
連出願は、金印㈱によるものが多い。
　一方、アブラナ科野菜含有食品に関する特許出願では、野菜ジュースの製造法（安定化、臭い防止等）、該野
菜粉末含有加工食品、固形食品中のイソチオシアネート分解防止等の特許があり、権利存続中のものもあるため、
権利侵害となるような製造法（いずれも限られた条件の方法）を採用しないように注意が必要である。

（３－３）テーマ２「大和生薬」
　本プログラムの最初の目的は、大和トウキおよび大和シャクヤクのDNAマーカー、大和シャクヤクの栽培法、
ならびにトウキ及びシャクヤク含有外用剤の開発であった。栽培法の先行特許出願は、シャクヤクの開花調整法、
トウキの培養法に関する出願のみであり、いずれも権利消滅している。DNAマーカーによる識別法はヒュウガ
トウキに関する出願だけである。一方、トウキおよびシャクヤク機能性に関する特許出願は、古くから研究され
ているため、1986 年以降では、その多くが新規作用メカニズムに関するものや他の生薬との組合せによるもので、
しかも特定の生薬の組合せ等に関する特許出願である。トウキまたはシャクヤクを含有する併用・合剤の機能性
としては、養毛剤、化粧料（美白、保湿、エラスターゼ活性阻害、くすみ抑制、メラノサイト増殖抑制、コラー
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ゲン産生促進剤、ヒアルロン酸産生促進等）、入浴剤、皮膚疾患（アトピー軽減、線維芽細胞増殖促進、抗掻痒）、
抗うつ・抗不安、肝・腎障害改善、脂質分解促進剤、抗肥満、胃腸薬（H2受容体拮抗等）、抗Ｈ．ピロリ、糖尿
病改善剤等、さらに当帰芍薬散のアポトーシス抑制（抗アルツハイマー症等）や向精神薬用途などが見出されて
いる。本プログラムの実施に関係する権利は、現在のところ見当たらないが、新たに製品開発する場合は、改め
て他者抵触性調査をする必要がある。

（３－４）テーマ３「大和茶」
　緑茶については、品質評価法、製茶工程および機能性を中心に調査をした。品質評価法については、生茶葉に
関するものが多く、茶葉（特に生茶葉）の特定成分の量、特に、水分、窒素、アミノ酸、テアニン、カフェイン、
タンニン、ビタミンC、繊維質等の量を測定し、予め作成した関係式から茶葉の品質を評価する方法に関する出
願が数件見出されているが、本プログラムにけるメタボリックプロファイリング技術による品質評価方法に関す
る特許出願は見当たらない。緑茶の機能性については、緑茶抽出物自体および茶由来のポリフェノール（カテキン、
タンニン）、サポニン、多糖類、アミノ酸等の機能性に関する特許出願が多数存在し、権利存続中のものも多い。
また、緑茶を含有する加工品に関する特許出願件数も多いため、緑茶の機能性や加工品を新規に開発する場合は、
具体的製品について、改めて他者抵触性調査が必要である。

（４）創出特許出願
　本プログラムの開始にあたり知的財産戦略として作成した本プログラムの技術体系と創出が期待される特許出
願を纏めたものを図 1に示す。前述のごとく、この技術体系図に沿って特許情報収集を実施した。
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　本プログラムの結果、創出された特許出願（品種登録出願を含む）を、植物素材毎に、物質・用途特許、方法
特許（栽培法、評価法・測定法）及び製品関連特許に分類して、本プログラムの成果の実施をカバーするパテン
トマップとして表３を作成した。一方、本プログラムにおいて実施が具体的に計画されている各素材の製品（商
品）の製造および販売に際して、問題となる日本の他者権利は存在していないと考えられる。
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表３　創出特許出願（品種登録出願を含む）




